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令和８年６月１０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和６年（ワ）第７０４５３号 不正競争行為差止請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年４月１０日 

判       決 

   5 

原 告    株 式 会 社 Ｍ Ｔ Ｇ 

 

同訴訟代理人弁護士    關  健 一 

   

被 告    株 式 会 社 Ｌ Ｅ Ｆ Ｔ － Ｕ 10 

 

同訴訟代理人弁護士    岩  瀬  ひ と み 

             湯 村  暁 

同訴訟復代理人弁護士    山 﨑 泰 和 

主       文 15 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は、別紙被告商品目録記載１ないし３の各商品を譲渡し、引き渡し、譲20 

渡又は引渡しのために展示してはならない。 

２ 被告は、前項記載の商品を廃棄せよ。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、原告が被告に対し、被告による別紙被告商品目録記載の各商品（以25 

下「被告各商品」と総称する。）の譲渡、引渡し、譲渡及び引渡しのための展
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示（以下「譲渡等」という。）が、主位的に不正競争防止法（以下「不競法」

という。）２条１項２号の、予備的に同項１号の不正競争に当たると主張して、

同法３条１項及び２項に基づき、被告各商品の譲渡等の差止め及び廃棄を求め

る事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容5 

易に認められる事実。以下、枝番号のある証拠について枝番号を記載しない場

合は、全ての枝番号を含む。） 

⑴ 当事者等 

ア 原告は、健康器具、美容器具、美容品、化粧品等の製造販売を行う株式

会社であり、「ＲｅＦａ」のブランド名でヘアケア用品、美容機器、ブラ10 

シ等を販売している（乙５〜７、２２）。 

イ 被告は、化粧品の卸小売業等を行う株式会社である。 

ＧＰ Ｃｌｕｂ Ｃｏ．， Ｌｔｄ．（以下「ＧＰ Ｃｌｕｂ」という。）

は、韓国法人である。 

株式会社ジーピークラブ（以下「ジーピークラブ」という。）は、ＧＰ 15 

Ｃｌｕｂの子会社である日本法人であり、ＧＰ Ｃｌｕｂから被告各商

品を輸入し、被告に販売している。 

⑵ 原告は、令和４年２月以降、日本国内において、ヘアブラシである別紙原

告商品目録記載の各商品（以下「原告各商品」と総称する。）を販売してい

る。 20 

⑶ 被告は、令和６年３月頃以降、日本国内において、クッションファンデー

ションである被告各商品の譲渡等を行っている。 

⑷ ＧＰ Ｃｌｕｂは、意匠に係る物品を「化粧品用容器」とする意匠（意匠

登録第１７６２９８０号、令和５年６月１５日登録出願、令和６年１月２９

日設定登録。以下「ＧＰ Ｃｌｕｂ意匠」という。）の意匠権を有する（乙25 

２１）。 
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 被告は、被告各商品の譲渡等に先立ち、ＧＰ ＣｌｕｂからＧＰ Ｃｌｕ

ｂ意匠の実施許諾を受けた（乙２５）。 

⑸  原告各商品と被告各商品は、少なくとも別紙商品形態一覧表の各「争いが

ない」欄記載の形態を有する。 

３ 争点 5 

⑴ 原告各商品の形態の「商品等表示」該当性 

⑵ 原告の商品等表示の周知著名性 

⑶ 原告の商品等表示と類似する商品等表示の使用の有無 

⑷ 混同の有無 

⑸ 適用除外（不競法１９条１項４号及び５号）の成否 10 

⑹ 意匠権の行使の抗弁 

４ 争点に関する当事者の主張 

⑴ 争点⑴（原告各商品の形態の「商品等表示」該当性）について 

（原告の主張） 

ア 原告各商品の形態は、別紙原告商品の形態のとおりである（以下「原告15 

主張表示」という。）。 

イ 原告主張表示は、①ブラシ本体とカバー部とを組み合わせると片手に収

まる手のひらサイズの大きさのハート型となり、②ブラシ本体の中央付近

が鉛直方向に膨らんだ形状であり、③ブラシ本体の表面の左側側面におい

て、正面視ハート型の上部から下部にかけて面取り加工が施され、特に、20 

正面視下部にかけて面取りが大きくなっている（以下、「原告特徴①」な

どといい、「原告各特徴」と総称する。）。との点で、ありふれたものでは

なく、観者に特徴的な印象を与えるものであるから、客観的に他の同種商

品のヘアブラシとは異なる顕著な特徴（特別顕著性）を有する。 

ウ 原告各商品の主たる需要者は、美容品や化粧品を購入する若い女性であ25 

る。 
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原告各商品は、販売開始以降、原告各特徴が写っている写真と共に多数

の雑誌、新聞、ウェブサイトに掲載され、令和５年１２月末日までの総

販売個数が１５０万個、総売上高が３０億円を超え、同年のヘアブラシ

市場の総売上高における原告のシェアが３６．９％であったから、原告

主張表示は、遅くとも同月末日までに、原告の商品を表示するものとし5 

て、需要者の間に広く認識されるものとなった（周知性）。 

 このことは、原告各商品に「ＲｅＦａ」のブランドロゴが刻印されて

いることによって左右されるものではない。 

（被告の主張） 

ア 原告各商品の形態は、別紙商品形態一覧表「原告商品の形態」「被告の10 

主張」欄のとおりであり、原告各商品の形態が、原告主張表示のとおりで

あることは否認する。 

イ 原告各商品（ヘアブラシ）と被告各商品（ファンデーション）は商品類

型が異なるところ、商品類型を問わずに商品形態の商品等表示性が認めら

れるためには、ヘアブラシという特定の商品類型との関係において特別顕15 

著性を有しているだけでは足りず、ヘアブラシ及びファンデーションを含

む広範な商品類型との関係で特別顕著性を有していることを要する。ハー

ト型のモチーフ、手のひらサイズの大きさ、ハート型の中央付近が鉛直に

膨らんだ形状、商品の外形の一部に面取り加工を施すことは、いずれも多

数の美容雑貨及び化粧品において採用されているありふれたものであり、20 

これらを組み合わせた原告主張表示についても、ありふれたものであって、

客観的に他のヘアブラシ及びファンデーションと異なる顕著な特徴（特別

顕著性）を有するとはいえない。 

ウ 原告各商品の需要者は、ヘアブラシを求める者である。 

原告各商品の広告宣伝には、原告各商品のブラシ本体とカバー部を外す25 

など、原告各特徴が需要者に認識される態様で掲載されていないものが
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多数存在すること、原告各商品において出所表示機能を有するのは「Ｒ

ｅＦａ」のブランドロゴであること、原告主張表示に係る形態は、原告

各商品の美観の向上のためのものであって、出所表示機能を有するもの

ではないことに照らせば、原告主張表示は、原告の商品を表示するもの

として需要者の間に広く認識されているとはいえない。 5 

⑵ 争点⑵（原告の商品等表示の周知著名性）について 

（原告の主張） 

前記⑴（原告の主張）で主張する事情によれば、原告主張表示は、遅くと

も令和５年１２月末日時点で、全国的に認識されているといえるから、著名

であり（主位的主張）、仮に著名でないとしても、原告の商品を表示するも10 

のとして需要者の間に広く認識されている（予備的主張）。 

（被告の主張） 

前記⑴（被告の主張）で主張する事情によれば、原告主張表示が原告の商

品を表示するものとして著名であるとも、需要者の間に広く認識されている

ともいえない。 15 

⑶ 争点⑶（原告の商品等表示と類似する商品等表示の使用の有無）について 

（原告の主張） 

 被告各商品の形態は別紙商品形態一覧表の「原告の主張」ＡないしＥ欄記

載のとおりであり（以下「被告商品形態」という。）、原告主張表示と類似す

る。被告商品形態は、原告各特徴を備えるから、被告が指摘する相違点は、20 

需要者に対して異なる印象を与えるものではない。 

 被告が、原告主張表示に類似する表示を使用しているといえることは、被

告各商品及び外箱に「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが表示されて

いることをもって否定されるものではない。 

（被告の主張） 25 

 被告各商品の形態は別紙商品形態一覧表の各「被告の主張」欄のとおりで
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あり、面取り加工の部分を含め原告主張表示と複数の相違点があるから、原

告主張表示と被告各商品の形態は、需要者に対して類似の印象を与えるもの

ではない。 

 被告各商品は、外箱に入れてその形態を看取できない状態で譲渡等されて

おり、被告各商品及び外箱に表示された「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブラン5 

ドロゴが出所表示機能を果たしているから、被告は、被告各商品において、

出所表示機能を果たす態様で原告主張表示を使用しておらず、原告主張表示

と類似する商品等表示を使用しているとはいえない。 

⑷ 争点⑷（混同の有無）について 

（原告の主張） 10 

前記⑴〜⑶（原告の主張）のとおり、原告主張表示は著名又は少なくとも

周知であり、原告主張表示と被告商品形態の類似性も高い。また、原告各商

品と被告各商品の需要者は、いずれも、美容品や化粧品を購入する若い女性

であること、原告各商品と被告各商品の価格が同じであること、原告が、洗

顔クリーム、美容液、化粧水等の化粧品を販売しており、原告と被告との間15 

には競業関係が存在していること、需要者からは、実際に、被告各商品につ

いて、原告各商品である「リファハートブラシにしか見えない」、「リファが

ファンデーションを販売した」などと指摘されていることに照らせば、被告

各商品の譲渡等は、需要者に対して、営業主体が原告であると誤信させ、ま

た、原告と被告との間に緊密な営業上の関係が存すると誤信させるものとい20 

える。 

（被告の主張） 

原告各商品はヘアブラシであるのに対し、被告各商品はファンデーション

であるから、原告各商品と被告各商品とは、市場において競合せず、需要者

も異なる。また、原告と被告との間に営業上の類似関係もないこと、原告各25 

商品は、「ＲｅＦａ」のブランドロゴが付され、「ＲｅＦａ」ブランドの商品
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のみを取り扱う店舗や原告の公式ウェブサイトで販売されているのに対し、

被告各商品は、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが付され、「ｔｒｏ

ｉｓｔｏｕｃｈ」ブランドのブースにおいて第三者の商品とは区別して販売

されていること、需要者も、被告各商品が原告の商品ではないことを認識し

ていることに照らせば、被告各商品の譲渡等は、需要者に対して、営業主体5 

が原告であると誤信させ、あるいは、原告と被告との間に緊密な営業上の関

係が存すると誤信させるものではない。 

⑸ 争点⑸（適用除外（不競法１９条１項４号及び５号）の成否）について 

（被告の主張） 

ア 仮に、原告主張表示が周知又は著名であるとしても、周知著名性の獲得10 

の時期は、令和６年３月頃より後である。被告は、同月頃以降、日本にお

いて、不正の目的でなく、被告各商品の譲渡等を開始したから、不競法１

９条１項４号及び５号に定める「前から・・・使用する者」に当たる。 

イ 仮に、原告主張表示が令和５年１２月に周知著名性を獲得したとしても、

ＧＰ Ｃｌｕｂは、同年９月頃から、日本において、不正の目的でなく、15 

被告各商品の販売を開始し、また、ジーピークラブは、同年１２月２０日、

日本において、不正の目的でなく、被告各商品の輸入、製造販売を開始し

たのであるから、上記両社は、上記各号の「前から・・・使用する者」に

当たる。 

 そして、被告は、ＧＰ Ｃｌｕｂが製造し、ジーピークラブが日本にお20 

ける製造販売元になってＧＰ Ｃｌｕｂから輸入した被告各商品を販売代

理店として、自らを「発売元」として表示して販売している。 

 そうすると、被告による被告各商品の譲渡等は、上記両社の先使用の範

囲に属するものであり、被告は、上記各号の適用除外の主張をすることが

できる。また、以上の事実関係によれば、被告は、原告主張表示と類似の25 

商品等表示を、上記両社と共同して「前から・・・使用する者」に当たる
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と解することもできる。 

（原告の主張） 

 ＧＰ Ｃｌｕｂ及びジーピークラブが日本国内で被告各商品の販売等を開

始した時期は不明である。また、仮に、上記両社が不競法１９条１項４号及

び５号に定める「前から・・・使用する者」に当たるとしても、被告が適用5 

除外の主張をすることができることは争う。 

 原告主張表示の周知著名性及び原告主張表示と被告各商品の形態の類似性

に照らせば、ＧＰ Ｃｌｕｂ、ジーピークラブ及び被告には、原告各商品に

フリーライドするという不正の目的があったといえる。 

⑹ 争点⑹（意匠権の行使の抗弁）について 10 

（被告の主張） 

被告各商品に係る意匠はＧＰ Ｃｌｕｂ意匠と類似する。 

 被告は、ＧＰ Ｃｌｕｂの日本における販売代理店であるから、被告を通

じた被告各商品の譲渡等は、ＧＰ Ｃｌｕｂによる意匠権の行使に当たる。

また、被告は、被告各商品の譲渡等について、ＧＰ ＣｌｕｂからＧＰ Ｃ15 

ｌｕｂ意匠の実施許諾を受けていた。 

 したがって、被告各商品の譲渡等は、ＧＰ Ｃｌｕｂの意匠権又はＧＰ 

Ｃｌｕｂ意匠の実施許諾に基づくものであり、不正競争に該当しない。 

（原告の主張） 

 ＧＰ Ｃｌｕｂ意匠と被告各商品に係る意匠が類似することについては争20 

わない。 

前記⑴〜⑷（原告の主張）のとおり、被告各商品の譲渡等は、令和５年１

２月末時点で不正競争に該当していたから、意匠権の行使であることをもっ

て不正競争該当性が否定されるものではない。 

第３ 当裁判所の判断 25 

１ 認定事実 
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前提事実に加え、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認めら

れる。 

⑴ 原告各商品の販売 

ア 原告は、原告のオンラインショップ、日本全国の百貨店（令和５年時点

で３４店舗）、専門店（同年時点で１０００店以上）等において、原告各5 

商品を販売している。 

イ 原告各商品の名前は「リファハートブラシ」で、原告各商品には「Ｒｅ

Ｆａ」のブランドロゴが刻印されている。また、上記アの販売の際に、

「ＲｅＦａ」のブランドロゴを表示している。原告各商品は、「からまり

ほぐす、みがきあげるツヤメイクブラシ」などと紹介されている。（甲１10 

７、乙１、５～７、１０、２２） 

ウ 原告各商品の価格は２９７０円（税込）である。（甲７） 

エ 令和４年２月の販売開始からの原告各商品の総販売個数は、令和５年１

２月までが１５１万６６０１個、令和６年７月までが２３４万５８０３個

である。（甲１６） 15 

オ ヘアブラシの市場の総売上高における原告のシェアは、令和３年が１．

５％であったのに対し、原告各商品の販売を開始した令和４年が１９．

７％、令和５年が３６．９％（見込数）となり、原告各商品の売れ行きが

好調であることがその要因であると分析されている。（甲１１） 

⑵ 原告各商品の広告宣伝等 20 

ア 令和４年３月から令和６年２月までの間、以下のウェブサイト、雑誌及

び新聞に、原告各商品を紹介する記事が、原告各商品の写真と共に掲載さ

れた。当該写真には、少なくとも、ブラシ本体が片手に収まる手のひらサ

イズの大きさのハート型であり、ブラシ本体の表面の左側側面において、

正面視ハート型の上部から下部にかけて面取り加工が施され、特に、正面25 

視下部にかけて面取りが大きくなっている形態（原告特徴①の「カバー部
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とを組み合わせる」構成を除いた部分及び原告特徴③に相当する。）が写

っている。 

(ｱ) 令和４年３月 

 ウェブサイト「ＧＩＮＧＥＲ」（甲４の７頁） 

日本経済新聞社の新聞「日経ＭＪ」（甲３の１） 5 

ウェブサイト「ＭＡＱＵＩＡ ＯＮＬＩＮＥ」（甲４の２頁） 

ウェブサイト「ＭＯＲＥ」（甲４の３頁） 

ウェブサイト「＠ｃｏｓｍｅ」（甲４の４頁） 

ウェブサイト「ＦＲＯＮＴＲＯＷ」（甲４の５頁） 

ウェブサイト「ＦＹＴＴＥ」（甲４の６頁） 10 

株式会社宝島社の雑誌「＆ＲＯＳＹ」（甲２の１） 

(ｲ) 令和４年４月 

 ウェブサイト「ＡＲ ＷＥＢ」（甲４の８頁） 

ウェブサイト「ｉｓｕｔａ」（甲４の９頁） 

(ｳ) 令和４年５月 15 

株式会社ソノブイの雑誌「ＵＰ ＰＬＵＳ」（甲２の２） 

ウェブサイト「ＥｍｏＭｉｕ」（甲４の１０頁） 

ウェブサイト「Ｍａｒｔ」（甲４の１１頁） 

ウェブサイト「ｗｉｔｈ ｃｌａｓｓ」（甲４の１２頁） 

ウェブサイト「ＨｕｇＭｕｇ」（甲４の１３頁） 20 

(ｴ)  令和４年６月 

 ウェブサイト「ｉｓｕｔａ」（甲４の１４頁） 

 株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＷＷＤ ＢＥＡＵＴ

Ｙ」（甲２の３） 

 ウェブサイト「ＷＷＤオンライン」（甲４の１５頁） 25 

(ｵ) 令和４年８月 
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 ウェブサイト「ｉｓｕｔａ」（甲４の１６頁） 

 ウェブサイト「ＭＡＱＵＩＡ ＯＮＬＩＮＥ」（甲４の１７〜１８頁） 

(ｶ) 令和４年９月 

 株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＷＷＤ ＪＡＰＡＮ 

２２５２号」（甲２の４） 5 

 ウェブサイト「ｂｉｓ」（甲４の１９頁） 

 ウェブサイト「ＭＡＱＵＩＡ ＯＮＬＩＮＥ」（甲４の２０頁） 

(ｷ) 令和４年１０月 

 インスタグラムアカウント「ｍｅｒｙ ｂｅａｕｔｙ」（甲４の２１

頁） 10 

(ｸ) 令和４年１１月 

株式会社宝島社の雑誌「ＩｎＲｅｄ」（甲２の５） 

(ｹ) 令和４年１２月 

 株式会社リクルートの雑誌「ＨＯＴ ＰＥＰＰＥＲ Ｂｅａｕｔｙ」

（甲２の６） 15 

 インスタグラムアカウント「美人百花」（甲４の２２頁） 

 ウェブサイト「ＷＷＤオンライン」（甲４の２３頁） 

 インスタグラムアカウント「Ｓｅｖｅｎｔｅｅｎ Ｂｅａｕｔｙ」

（甲４の２４頁） 

 株式会社小学館の雑誌「ＣａｎＣａｎ」（甲２の７） 20 

 ウェブサイト「ＮＯＮＮＯ」（甲４の２５頁） 

 株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＢＥＡＵＴＹ」（甲

２の８） 

(ｺ) 令和５年１月 

中部経済新聞社の「中部経済新聞」（原告各商品の販売数に関する記25 

事）（甲３の２） 
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(ｻ) 令和５年２月 

 株式会社角川春樹事務所の雑誌「美人百花」（甲２の９） 

 インスタグラムアカウント「美的」（甲４の２６頁） 

株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＷＷＤ ＪＡＰＡＮ 

２２７７号」（甲２の１０） 5 

(ｼ) 令和５年３月 

 ウェブサイト「ＭＯＲＥ」（甲４の２７頁） 

 ウェブサイト「ｉｓｕｔａ」（甲４の２８頁） 

(ｽ) 令和５年４月 

株式会社ポップティーンの雑誌「Ｃｕｕｇａｌ」（甲２の１１） 10 

(ｾ) 令和５年５月 

 ウェブサイト「Ｍａｒｉｓｏｌ」（甲４の２９頁） 

 株式会社主婦の友社の雑誌「Ｒａｙ」（甲２の１４） 

 ウェブサイト「スタジオ パーソル」（甲４の３０頁） 

(ｿ) 令和５年７月 15 

株式会社集英社の雑誌「エクラ」（原告各商品がホテルの宿泊の特典

となる旨の記事）（甲２の１６） 

(ﾀ) 令和５年８月 

 株式会社新潮社の雑誌「ニコラ」（甲２の１８） 

 中部経済新聞社の「中部経済新聞」（甲３の３） 20 

 株式会社宝島社の雑誌「Ｓｗｅｅｔ」（甲２の１９） 

 株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＷＷＤ ＪＡＰＡＮ 

２３０５号」（甲２の２１） 

(ﾁ) 令和５年９月 

株式会社角川春樹事務所の雑誌「大人百花」（甲２の２２） 25 

 ウェブサイト「マイナビニュース」（甲４の３１頁） 
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 ウェブサイト「美的．ｃｏｍ」（甲４の３２頁） 

(ﾂ) 令和５年１０月 

日本経済新聞社の「日本経済新聞」（甲３の４） 

(ﾃ) 令和５年１１月 

 ウェブサイト「ＳＨＩＢＵＹＡ１０９ ｌａｂ」（甲４の３３頁） 5 

 ウェブサイト「＠ｃｏｓｍｅ」（甲４の３５頁） 

 ウェブサイト「ＶＩＶＩ」（甲４の３６頁） 

 株式会社ＩＮＦＡＳパブリケーションズの雑誌「ＷＷＤ ＢＥＡＵＴ

Ｙ」（甲２の２６） 

(ﾄ) 令和５年１２月 10 

 株式会社光文社の雑誌「ＶＥＲＹ」（甲２の２４） 

(ﾅ) 令和６年１月 

株式会社宝島社の雑誌「リンネル」（甲２の２５） 

 株式会社文藝春秋の雑誌「ＣＲＥＡ」（甲２の２７） 

 株式会社角川春樹事務所の雑誌「美人百花」（甲２の２８） 15 

 ウェブサイト「マイナビウーマン」（甲４の４３頁） 

 ウェブサイト「美的．ｃｏｍ」（甲４の４４頁） 

(ﾆ) 令和６年２月 

 ウェブサイト「マイナビニュース」（甲４の４５頁） 

 株式会社小学館の雑誌「Ｐｒｅｃｉｏｕｓ」（甲２の３０） 20 

(ﾇ) 令和６年３月 

株式会社講談社の雑誌「ＶＯＣＥ」（甲２の３１） 

ウェブサイト「ＬＯＣＡＲＩ」（甲４の４６頁） 

ウェブサイト「ＶＯＣＥ」（甲４の４８頁） 

ウェブサイト「ＭＯＲＥ」（甲４の４９頁） 25 

(ﾈ) 令和６年４月 
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株式会社新潮社の雑誌「ニコラ」（甲２の３２） 

株式会社講談社の雑誌「ＶＯＣＥ」（甲２の３３） 

 ウェブサイト「ＭＡＱＵＩＡ ＯＮＬＩＮＥ」（甲４の５０頁） 

ウェブサイト「美ＳＴ」（甲４の５１頁） 

(ﾉ) 令和６年５月 5 

ウェブサイト「＠ｃｏｓｍｅ」（甲４の５２頁） 

(ﾊ) 令和６年６月 

ウェブサイト「Ｄｏｍａｎｉ」（甲４の５３頁） 

(ﾋ) 令和６年７月 

株式会社光文社の雑誌「美ＳＴ」（甲２の３４） 10 

(ﾌ) 令和６年８月 

トレンダーズ株式会社の雑誌「ＭｉｍｉＴＶ ＭＡＧＡＺＩＮＥ」

（甲２の３６） 

(ﾍ) 遅くとも訴え提起時まで（具体的な時期は不明） 

株式会社宝島社の雑誌「ＴＪ ＭＯＯＫ」（甲２の１７） 15 

日本化粧品検定協会の雑誌「ＪＣＬＡ＋」（甲２の２９） 

イ 原告各商品は、令和５年に、①「ＰＬＡＺＡ」のベストコスメのヘア雑

貨部門の１位、②「ＺＯＺＯ ＣＯＳＭＥ ＡＷＡＲＤＳ ２０２３」の

ベーシック部門の総合大賞、③「ＷＷＤＢＥＡＵＴＹ２０２３下半期ベス

トコスメ」の美容機器・ツール部門３位、④「ＬＩＰＳ Ｂｅｓｔ Ｃｏ20 

ｓｍｅｔｉｃｓ ２０２３」のヘアブラシ部門１位に選ばれた。また、原

告各商品は、令和６年に、「ＺＯＺＯ ＣＯＳＭＥ ＡＷＡＲＤＳ ２０

２４ 上半期ベストコスメアワード」のベーシック部門の１位に選ばれ、

その旨の記事が原告各商品の写真（少なくとも原告各特徴が写っているも

の）と共にウェブサイトに掲載された。（甲４の３４、３６〜３９、４２、25 

５４頁） 
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⑶  被告各商品の販売 

ア 被告各商品は、被告の公式オンラインショップ、ＥＣサイト、ドラッグ

ストア等の小売店において販売されている。 

イ 被告各商品には「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが刻印されて

いる。被告各商品の外箱には、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴ、5 

発売元として被告の会社名、製造販売元として株式会社ジーピークラブの

名称、原産国として「ＭＡＤＥ ＩＮ ＫＯＲＥＡ」の記載がある。また、

被告の公式オンラインショップや小売店での販売時には、「ｔｒｏｉｓｔ

ｏｕｃｈ」のブランドロゴを看取することができる状態で販売されている。

他方、被告各商品及び外箱に「ＲｅＦａ」のブランドロゴ等の記載はない。10 

（甲８、９、１４、１７、乙８） 

ウ 被告各商品の価格は２９７０円（税込）である。（甲８） 

⑷ ＳＮＳの投稿（甲６） 

ア ＴｉｋＴｏｋ（インターネットを利用して動画を投稿することができる

情報ネットワーク）では、被告各商品について以下の投稿が行われた。 15 

(ｱ) 「この見た目はリファだと思うじゃん」という説明と共に「リファ

からファンデが出た！？」という文章を含む動画の投稿 

(ｲ) 上記(ｱ)の動画に対する「リファすぎる」というコメントの投稿 

(ｳ) 被告各商品に関する動画に対する「リファやん？！」、「リファのく

しかと思った」、「リファのハートブラシかと思た」、「リファかと」とい20 

うコメントの投稿 

(ｴ) 被告各商品に関する動画に対する「めっちゃリファのブラシに似て

る」、「ＲｅＦａハートブラシかと思ってた」というコメントの投稿 

(ｵ) 「いや、見た目がリファ過ぎるでしょ！これで髪の毛とかしそうに

なっちゃうよ」、「リファなの！！！」、「リファってファンで出してるん25 

だぁ」（原文ママ）という文章を含む動画 
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イ Ｘ（インターネットを利用してメッセージ等を投稿することができる情

報ネットワーク）では、被告各商品について、「韓国のｔｒｏｉｓｔｏｕ

ｃｈっていうブランドのクッションファンデがＲｅＦａのヘアブラシすぎ

るんだけど大丈夫なのこれ」（令和４年３月２０日）、「最近よく目にする

トワタッチのハートクッションのコンパクトがリファハートブラシにしか5 

見えない」（同年４月１２日）といった投稿が行われた。 

２ 争点⑵（原告の商品等表示の周知著名性）について 

事案に鑑み、不競法２条１項２号の不正競争に係る請求に関し、原告主張表

示の著名性について判断する。 

⑴ 原告は、原告主張表示について、令和５年１２月末日までには、原告の商10 

品を表示するものとして著名性を獲得したと主張する。 

 原告各商品は、日本国内の広範囲で販売され（認定事実⑴ア）、令和４年

２月から令和５年１２月末日までの総販売個数は１５０万個を上回ること

（同エ）、令和４年及び令和５年のヘアブラシの市場の総売上高に対する原

告のシェアが１９．７％及び３６．９％であり、そのうち原告各商品が占め15 

る割合が高いこと（同オ）、ウェブサイト、雑誌及び新聞において、原告各

商品を紹介する記事が、原告各商品の写真と共に多数回掲載され、美容機

器・雑貨に関する複数の受賞歴等が存在すること（認定事実⑵ア(ｱ)ないし

(ﾄ)及び同イ）が認められる。 

もっとも、原告各商品の販売数は相応に多いものの、これをもって直ちに20 

原告主張表示の著名性を裏付けるには足りない。また、ヘアブラシの市場の

総売上高に対する原告のシェアは、原告各商品の販売数のシェアを示すもの

ではなく、原告主張表示の著名性を裏付けるものとはいえない。さらに、原

告各商品を紹介する記事については、閲覧者数が不明であるし、原告各商品

の写真のうち原告各特徴がすべて写っているものは多くはなく、原告主張表25 

示の著名性を裏付けるものとはいえない。加えて、原告各商品の販売期間は
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２年に満たないから、原告において長期間、独占的に原告各商品の形態を使

用しているともいえない。 

 以上によれば、同日時点において、原告主張表示が著名性を獲得したと認

めることはできない。 

 さらに、口頭弁論終結時についてみるに、上述した点に加え、口頭弁論終5 

結時までの原告各商品の総販売個数は２３０万個を超えていること（認定事

実⑴エ）、令和６年１月以降も原告各商品を紹介する記事の掲載がされ、美

容機器・雑貨に関する受賞をしたこと（認定事実⑵ア(ﾆ)ないし(ﾍ)及び同

イ）、原告各商品の販売期間が４年余りとなったことを認めることができる

が、以上を踏まえても、口頭弁論終結の時点において、原告主張表示が著名10 

であると認めるには足りないというべきである。 

⑵ 以上によれば、原告主張表示が、不競法２条１項２号に規定する「他人の

著名な商品等表示」に当たるとはいえない。 

⑶ これに対し、原告は、原告主張表示が著名性を有すると主張し、同主張に

沿う証拠として、認定事実⑵の記事以外の記事（甲２の１２、１３、１５、15 

２０、２３、３５、甲４の４７頁）も提出する。 

しかし、上記の各記事に掲載された原告各商品の写真には原告各特徴が写

っているとはいえないから、上記記事は、原告主張表示の著名性を裏付ける

ものではない。 

⑷  したがって、不競法２条１項２号の不正競争に係る原告の請求は、その余20 

の点について判断するまでもなく、理由がない。 

３ 争点⑸（混同の有無）について 

次に、不競法２条１項１号の不正競争に係る請求に関し、争点⑸（混同の有

無）について判断する。 

⑴ 不競法２条１項１号の「混同を生じさせる行為」には、周知の他人の商品25 

表示と同一又は類似のものを使用する者が自己と当該他人とを同一営業主体
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として誤信させる行為のみならず、自己と当該他人との間にいわゆる親会社、

子会社の関係や系列関係などの緊密な営業上の関係又は同一の表示の商品化

事業を営むグループに属する関係が存すると誤信させる行為をも包含すると

解される（最高裁平成７年（オ）第６３７号同１０年９月１０日第一小法廷

判決・集民１８９号８５７頁、最高裁昭和５７年（オ）第６５８号同５８年5 

１０月７日第二小法廷判決・民集３７巻８号１０８２頁、最高裁昭和５６年

（オ）第１１６６号同５９年５月２９日第三小法廷判決・民集３８巻７号９

２０頁参照）。 

⑵ア 認定事実⑴エのとおり、原告各商品の総販売個数が相当に多いことか  

らすれば、需要者の間で原告主張表示が広く認識されるに至ったとみる10 

余地はある。もっとも、原告主張表示と被告各商品の形態を比較すると、

被告各商品は、少なくとも、面取り加工の断面が鉛直方向中央付近に側

面形状に沿って２段の波状の凹凸が形成された形状の面により階段状に

面取り加工が施されている点において、原告主張表示と明らかに相違し

（争いがない）、この点は商品の正面視において目を惹く部分であること15 

を指摘することができる。 

 原告各商品は主に女性向けの美容機能を有するヘアブラシであり、そ

の主たる需要者は、美容機能を有するヘアブラシの購入及び使用に関心

のある一般消費者である美容に一定の関心のある女性と認められるとこ

ろ、被告各商品はファンデーションであり、その主たる需要者も、美容20 

に一定の関心のある女性であると認めることができる。 

 もっとも、一般に、美容に一定の関心のある女性において、ファンデ

ーションを購入する際には、肌を美しく見せるなどのために直接肌に塗

布する化粧品であるという商品の性質上、色味、機能、質感、品質、成

分及び価格に加えて、ブランドや製造元ないし販売元に着目して購入す25 

ることは明らかであり、商品のブランドや製造販売元ないし発売元を確
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認しないまま、ファンデーションのケースの形態のみに着目することは

通常考え難く、その意味で、ファンデーションのケースの形態は、上記

の着目点と比較すると、着目される程度は相対的に低いものといわざる

を得ない。 

 そして、被告各商品は、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが付5 

された包装箱に収納され、商品の正面左下に当該ブランドロゴが付され、

被告の公式オンラインショップ、ＥＣサイト、ドラッグストア等の小売

店で販売される際に、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが分かる

販売形態がとられ（認定事実⑶）、「ＲｅＦａ」（リファ）ブランドの商品

であることを示す販売形態がとられているわけではない。他方、原告主10 

張表示に係る形態を有する原告各商品は、名前が「リファハートブラシ」

とされ、商品の中央部分にも「ＲｅＦａ」のブランドロゴが付され、原

告のオンラインショップ、日本全国の百貨店、専門店で販売される際に

も、「ＲｅＦａ」のブランドロゴが表示されていると認められるから（認

定事実⑴ア、イ）、「ＲｅＦａ」ブランドの商品であることが一見して分15 

かる販売形態がとられており、また、「ＲｅＦａ」のブランド名が自他識

別力を有することについては当事者間に争いがない。 

 そうすると、仮に原告主張表示が原告の商品を表示するものとして周

知性を獲得し、原告主張表示と被告各商品の形態が類似するとして、そ

の周知性の程度及び類似の程度に加え、上記の取引の実情に照らせば、20 

需要者において、被告各商品を、原告の商品であるとか「ＲｅＦａ」ブ

ランドの商品であると誤信するとは考え難く、被告各商品の譲渡等が、

原告を営業主体であると誤信させるものであるということはできない。

このことは、原告が、洗顔クリーム、美容液、化粧水等の化粧品を販売

していると認められること（弁論の全趣旨）によって左右されるもので25 

はない。 
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イ また、他のブランドとコラボレーションした商品が販売される場合は、

それぞれのブランドのロゴが付されるなどして、コラボレーション商品で

あることが分かるようになっていることが一般的であると考えられるとこ

ろ、被告各商品には、自他識別力を有する「ＲｅＦａ」のブランドロゴ等

の原告とのコラボレーション商品であることを示す記載はなく（認定事実5 

⑶イ）、被告各商品について原告や「ＲｅＦａ」ブランドと関連付けた販

売や広告宣伝が行われていたとはうかがわれない。以上に加え、ファンデ

ーションの需要者の着目点や、原告主張表示と被告各商品の形態が目を惹

く部分において明らかに相違することなどの前記アに説示したところをも

併せ考慮すると、被告各商品の譲渡等が、原告と被告との間に緊密な営業10 

上の関係又は同一の表示の商品化事業を営むグループに属する関係が存す

ると誤信させるものであるということもできない。 

ウ したがって、被告各商品の譲渡等が「混同を生じさせる行為」に当たる

ということはできない。 

⑶ 原告の主張に対する判断 15 

ア 原告は、ＳＮＳの投稿（認定事実⑷）を理由に、需要者において被告各

商品が原告の商品であると誤信していると主張する。しかし、認定事実⑷

の各投稿は、その内容に照らし、いずれも、需要者において、被告各商品

が「ＲｅＦａ」ブランドのもの及び「ＲｅＦａ」ブランドとのコラボレー

ション商品ではないことを認識した上で、原告各商品と被告各商品とが似20 

ている旨指摘するものであるといえるから、これらの投稿は、需要者にお

いて、営業主体が同一であるとか、緊密な営業上の関係又は同一の表示の

商品化事業を営むグループに属する関係があるとの誤信が生じたことを裏

付けるものとはいえない。 

イ 原告は、被告各商品の譲渡等が原告の商品との混同を生じさせることの25 

根拠として、原告各商品と被告各商品の価格が同じであること（認定事実
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⑴ウ、⑶ウ）を指摘するが、原告各商品と被告各商品の種別がヘアブラシ

とファンデーションで異なる以上、その価格が同一であることは、被告各

商品の譲渡等が混同を生じさせる行為に当たることを根拠づけるものとは

いえない。 

⑷  以上のとおり、被告各商品の譲渡等は「混同を生じさせる行為」に当たる5 

とはいえないから、被告各商品の譲渡等が不競法２条１項１号に定める不正

競争に当たるとはいえない。 

そうすると、不競法２条１項１号の不正競争に係る原告の請求は、その余

の点について判断するまでもなく、理由がない。 

第４ 結論 10 

よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４６部 

 15 

 

裁判長裁判官      髙 橋  彩 

 

 

 20 

裁判官      西 山 芳 樹 

 

 

 

裁判官      瀧 澤 惟 子  25 
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（別紙） 

被告商品目録 

 

１ 被告商品１ 

（商品名）トアタッチ ハートクッション マットカバー  5 

（商品形態）以下の写真のとおり 

  

 

２ 被告商品２ 

（商品名）トアタッチ ハートクッション グロウメッシュ 10 

（商品形態）以下の写真のとおり 
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３ 被告商品３ 

（商品名）トアタッチ ハートクッション アクアベア 

（商品形態）以下の写真のとおり 

  

 5 

以上 
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（別紙） 

原告商品目録 

 

１ 原告商品１ 

（商品名）リファハートブラシ ローズゴールド 5 

（商品形態）以下の写真のとおり 

       

 

２ 原告商品２ 

（商品名）リファハートブラシ シルバー 10 

（商品形態）以下の写真のとおり 
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３ 原告商品３ 

（商品名） リファハートブラシ シャンパンゴールド 

（商品形態）以下の写真のとおり 

        

 5 

４ 原告商品４ 

（商品名） リファハートブラシ シャインレッド 

（商品形態）以下の写真のとおり 
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５ 原告商品５ 

（商品名） リファハートブラシ オーロラホワイト 

（商品形態）以下の写真のとおり 

       

 5 

６ 原告商品６ 

（商品名） リファハートブラシ マットホワイト 

（商品形態）以下の写真のとおり 

 

  10 
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７ 原告商品７ 

（商品名） リファハートブラシ マットブラック 

（商品形態）以下の写真のとおり 

   

以上 5 
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別紙商品形態一覧表（別添のとおり） 
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（別紙） 

原告商品の形態 

 

ア 全体としてハート型の形状をなしているブラシ本体とカバー部から構成されて

いる。 5 

イ ブラシ本体の裏面側中央には凹部が形成され、カバー部の中央付近には凹部に

挿入可能な柱状（断面はハート型）の固定部が設けられており、ブラシ本体とカ

バー部は脱着可能である。カバー部は、底部と側面部とからなり、ブラシ本体と

組み合わせることにより、ブラシ部（ブラシの歯）の一部分のみを覆うことがで

きるようになっている。ブラシ本体とカバー部とを組み合わせると片手に収まる10 

手のひらサイズの大きさのハート型となる。 

ウ ブラシ本体の表面は中央付近が鉛直方向に膨らんだ形状となっており、ブラシ

本体とカバー部とを組み合わせた際の最大高さは５２．５９ｍｍ、幅方向最大長

さは７３．２８ｍｍ、長手方向最大長さは８６．８３ｍｍである。 

エ ブラシ本体の裏面にブラシ部が形成されている。ブラシ部は、カバー部と組み15 

合わされた状態で内部に収納される。ブラシ部の長さは最大１３ｍｍであり、ブ

ラシ本体とカバー部とを組み合わせた際、側面視において、ブラシ本体とカバー

部の間に４ｍｍ程度の隙間があり、ブラシ部の一部が外部より見える状態であ

る。 

オ ブラシ本体の表面のハート形の左側側面において、正面視ハート形の上部から20 

下部にかけて面取り加工が施され、特に、正面視下部にかけて面取りが大きくな

っている。 
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	⑶  被告各商品の販売
	ア　被告各商品は、被告の公式オンラインショップ、ＥＣサイト、ドラッグストア等の小売店において販売されている。
	イ　被告各商品には「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴが刻印されている。被告各商品の外箱には、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴ、発売元として被告の会社名、製造販売元として株式会社ジーピークラブの名称、原産国として「ＭＡＤＥ　ＩＮ　ＫＯＲＥＡ」の記載がある。また、被告の公式オンラインショップや小売店での販売時には、「ｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈ」のブランドロゴを看取することができる状態で販売されている。他方、被告各商品及び外箱に「ＲｅＦａ」のブランドロゴ等の記載はない。（甲８、９、１４、１７、乙８）
	ウ　被告各商品の価格は２９７０円（税込）である。（甲８）

	⑷　ＳＮＳの投稿（甲６）
	ア　ＴｉｋＴｏｋ（インターネットを利用して動画を投稿することができる情報ネットワーク）では、被告各商品について以下の投稿が行われた。
	(ｱ)　「この見た目はリファだと思うじゃん」という説明と共に「リファからファンデが出た！？」という文章を含む動画の投稿
	(ｲ)　上記(ｱ)の動画に対する「リファすぎる」というコメントの投稿
	(ｳ)　被告各商品に関する動画に対する「リファやん？！」、「リファのくしかと思った」、「リファのハートブラシかと思た」、「リファかと」というコメントの投稿
	(ｴ)　被告各商品に関する動画に対する「めっちゃリファのブラシに似てる」、「ＲｅＦａハートブラシかと思ってた」というコメントの投稿
	(ｵ)　「いや、見た目がリファ過ぎるでしょ！これで髪の毛とかしそうになっちゃうよ」、「リファなの！！！」、「リファってファンで出してるんだぁ」（原文ママ）という文章を含む動画

	イ　Ｘ（インターネットを利用してメッセージ等を投稿することができる情報ネットワーク）では、被告各商品について、「韓国のｔｒｏｉｓｔｏｕｃｈっていうブランドのクッションファンデがＲｅＦａのヘアブラシすぎるんだけど大丈夫なのこれ」（令和４年３月２０日）、「最近よく目にするトワタッチのハートクッションのコンパクトがリファハートブラシにしか見えない」（同年４月１２日）といった投稿が行われた。


	２　争点⑵（原告の商品等表示の周知著名性）について
	⑴　原告は、原告主張表示について、令和５年１２月末日までには、原告の商品を表示するものとして著名性を獲得したと主張する。 　原告各商品は、日本国内の広範囲で販売され（認定事実⑴ア）、令和４年２月から令和５年１２月末日までの総販売個数は１５０万個を上回ること（同エ）、令和４年及び令和５年のヘアブラシの市場の総売上高に対する原告のシェアが１９．７％及び３６．９％であり、そのうち原告各商品が占める割合が高いこと（同オ）、ウェブサイト、雑誌及び新聞において、原告各商品を紹介する記事が、原告各商品の写真と共...
	⑵　以上によれば、原告主張表示が、不競法２条１項２号に規定する「他人の著名な商品等表示」に当たるとはいえない。
	⑶　これに対し、原告は、原告主張表示が著名性を有すると主張し、同主張に沿う証拠として、認定事実⑵の記事以外の記事（甲２の１２、１３、１５、２０、２３、３５、甲４の４７頁）も提出する。
	しかし、上記の各記事に掲載された原告各商品の写真には原告各特徴が写っているとはいえないから、上記記事は、原告主張表示の著名性を裏付けるものではない。
	⑷  したがって、不競法２条１項２号の不正競争に係る原告の請求は、その余の点について判断するまでもなく、理由がない。

	３　争点⑸（混同の有無）について
	⑴　不競法２条１項１号の「混同を生じさせる行為」には、周知の他人の商品表示と同一又は類似のものを使用する者が自己と当該他人とを同一営業主体として誤信させる行為のみならず、自己と当該他人との間にいわゆる親会社、子会社の関係や系列関係などの緊密な営業上の関係又は同一の表示の商品化事業を営むグループに属する関係が存すると誤信させる行為をも包含すると解される（最高裁平成７年（オ）第６３７号同１０年９月１０日第一小法廷判決・集民１８９号８５７頁、最高裁昭和５７年（オ）第６５８号同５８年１０月７日第二小法廷判...
	⑵ア　認定事実⑴エのとおり、原告各商品の総販売個数が相当に多いことか　　らすれば、需要者の間で原告主張表示が広く認識されるに至ったとみる余地はある。もっとも、原告主張表示と被告各商品の形態を比較すると、被告各商品は、少なくとも、面取り加工の断面が鉛直方向中央付近に側面形状に沿って２段の波状の凹凸が形成された形状の面により階段状に面取り加工が施されている点において、原告主張表示と明らかに相違し（争いがない）、この点は商品の正面視において目を惹く部分であることを指摘することができる。 　原告各商品は主...
	イ　また、他のブランドとコラボレーションした商品が販売される場合は、それぞれのブランドのロゴが付されるなどして、コラボレーション商品であることが分かるようになっていることが一般的であると考えられるところ、被告各商品には、自他識別力を有する「ＲｅＦａ」のブランドロゴ等の原告とのコラボレーション商品であることを示す記載はなく（認定事実⑶イ）、被告各商品について原告や「ＲｅＦａ」ブランドと関連付けた販売や広告宣伝が行われていたとはうかがわれない。以上に加え、ファンデーションの需要者の着目点や、原告主張表...
	ウ　したがって、被告各商品の譲渡等が「混同を生じさせる行為」に当たるということはできない。

	⑶　原告の主張に対する判断
	ア　原告は、ＳＮＳの投稿（認定事実⑷）を理由に、需要者において被告各商品が原告の商品であると誤信していると主張する。しかし、認定事実⑷の各投稿は、その内容に照らし、いずれも、需要者において、被告各商品が「ＲｅＦａ」ブランドのもの及び「ＲｅＦａ」ブランドとのコラボレーション商品ではないことを認識した上で、原告各商品と被告各商品とが似ている旨指摘するものであるといえるから、これらの投稿は、需要者において、営業主体が同一であるとか、緊密な営業上の関係又は同一の表示の商品化事業を営むグループに属する関係が...
	イ　原告は、被告各商品の譲渡等が原告の商品との混同を生じさせることの根拠として、原告各商品と被告各商品の価格が同じであること（認定事実⑴ウ、⑶ウ）を指摘するが、原告各商品と被告各商品の種別がヘアブラシとファンデーションで異なる以上、その価格が同一であることは、被告各商品の譲渡等が混同を生じさせる行為に当たることを根拠づけるものとはいえない。

	⑷  以上のとおり、被告各商品の譲渡等は「混同を生じさせる行為」に当たるとはいえないから、被告各商品の譲渡等が不競法２条１項１号に定める不正競争に当たるとはいえない。
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